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普通会計決算状況とは、毎年度総務省が全国の自治体の財政状
況を一律に比較するために調査するものです。

この数値をもって全国の自治体の財政状況を比較することができ
ます。



１　過去１０年間の歳入決算推移

　市税は、市民税において、森林環境税導入に伴う均等割額の減額及び定額減税等により個人分が
減少となった一方、主要法人の増収などにより法人分は増加となりました。
　固定資産税・都市計画税では、評価替えによる土地の評価額の上昇や、既存事業者による償却資
産の設備投資などにより増加となりました。
　市税全体では、令和5年度と比較して約3億3千万円の増額となりました。

　地方消費税交付金等が令和2年度に大幅に増加したのは、消費税の税率改定影響額が通年ベー
スで収入されたことにより、地方消費税交付金が増加したことによるものです。

　国県支出金は、令和2年度は新型コロナウイルス感染症の拡大防止や、感染拡大の影響を受けて
いる地域経済や住民生活を支援するため、地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに必要
な事業を実施することを目的とした新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が設けられ
たことなどにより増加しました。令和5年度から令和6年度にかけては物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金や中学校長寿命化改修事業交付金により増加しました。

　使用料・財産収入等が平成28年度、令和元年度に大幅に増加したのは、それぞれしおかぜホール
茜浜用地、芝園2丁目の市有地の売却による不動産売払収入の増によるものです。

　地方交付税のうち普通交付税は、市税収入などの増加により基準財政収入額が増加した一方、下
水道費や市債の償還に関する経費の基準財政需要額が増加したことにより、交付額が増加しまし
た。

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

市債 4,050,469 6,772,557 5,609,136 7,056,206 6,405,930 6,302,990 5,213,858 2,551,013 4,644,413 7,954,051

地方消費税交付金等 3,643,940 3,225,351 3,585,205 3,761,623 3,992,325 4,532,622 5,239,460 5,341,309 5,505,023 6,842,873

国県支出金 10,301,395 10,325,604 11,393,750 11,471,271 11,870,167 32,864,472 19,165,366 16,918,430 19,492,105 19,765,202

地方交付税 4,281,084 3,245,488 2,207,560 1,441,737 1,468,297 1,567,524 2,994,319 2,942,737 3,248,142 3,640,099

繰入金 1,526,000 2,648,610 2,689,726 3,004,437 2,534,019 3,867,892 1,317,405 2,640,545 4,016,758 5,066,221

使用料・財産収入等 6,786,319 9,801,877 5,551,143 5,809,790 10,837,895 5,040,597 5,532,153 6,237,097 6,508,558 7,046,990

市税 26,859,506 27,631,512 28,004,595 28,669,962 28,704,729 28,603,252 29,114,889 29,861,103 30,438,975 30,769,192

計 57,448,713 63,650,999 59,041,115 61,215,026 65,813,362 82,779,349 68,577,450 66,492,234 73,853,974 81,084,628
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２　過去１０年間の市税収入の推移（項目別）

　市税収入は歳入の根幹をなしています。「自立したまちづくり」を進めるためには、自主財源の柱で
ある市税収入の確保が大きな課題となります。
（自主財源比率  R4年度 58.3%　→　R5年度 55.5%　→　R6年度 53.0%）
　自主財源比率が減少した要因としては、地方債の借入や譲与税・交付金といった依存財源が増加
していることによるものです。

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

その他の市税 3,158,306 3,207,505 3,199,665 3,241,345 3,301,900 3,312,403 3,429,825 3,542,709 3,601,338 3,642,751

固定資産税 9,764,212 9,988,589 10,143,498 10,409,649 10,676,360 10,962,828 11,184,817 11,483,569 11,685,610 11,908,391

法人市民税 2,130,715 2,194,139 2,132,827 2,283,956 1,855,542 1,305,293 1,468,499 1,440,454 1,436,009 1,886,540

個人市民税 11,806,273 12,241,279 12,528,605 12,735,012 12,870,927 13,022,728 13,031,748 13,394,371 13,716,018 13,331,510

計 26,859,506 27,631,512 28,004,595 28,669,962 28,704,729 28,603,252 29,114,889 29,861,103 30,438,975 30,769,192
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３　過去１０年間の市民税収入の推移（納税義務者）

　一人あたりの税額は、令和6年度の給与特別徴収、年金特別徴収は減少となっており、普通徴収は
増加しています。今後の高齢化の進展は、税収の状況に大きな影響を与えることが想定されます。

　人口の推移では、全体人口は令和6年度において若干減少しており、15歳以上65歳未満のいわゆ
る生産年齢人口、65歳以上の老年人口は若干増加しています。あわせて右側の納税義務者を見る
と、給与所得者等の特別徴収者数は増加しています。年金特別徴収者数は制度を開始した平成21
年度から増加傾向にあります。
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４　過去１０年間の歳出決算推移

　その他の支出も年度によって増減が大きくなっています。
　平成28年度、令和元年度はそれぞれ、しおかぜホール茜浜用地、芝園2丁目の市有地の売却によ
る不動産売払収入を公共施設等再生整備基金等に積み立てた特殊要因により増加しています。ま
た、令和2年度は、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の一環として、市民1人あたりに10万円
を給付する「特別定額給付金給付事業」により増加しました。

　令和元年度までは人件費（退職手当と職員給与等の合計）はほぼ横ばいで推移していましたが、令
和2年度から会計年度任用職員に対する報酬が上乗せされたことで増加しました。令和6年度は給与
改定等により、人件費が増加しています。

　普通建設事業はその年に行う工事等によって大きな増減があり、近年は公共施設再生の取組によ
り増加傾向にあります。令和6年度は中学校長寿命化改修事業や芝園清掃工場延命化対策事業、
（仮称）藤崎こども園整備事業の工事進捗により増加しました。

　物件費は業務の外部化、民間委託化による委託料の増などにより年々増加傾向となっており、令
和6年度は、校務用パソコン整備事業で減少した一方、予防接種事業や小学校長寿命化改修事業が
増加したことにより全体としては増加しました。

　扶助費は増加傾向にあり、令和6年度は物価高騰対策として実施した定額減税補足給付金支給事
業や民間認可保育所への運営費助成、児童手当の制度改正により増加しました。

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

その他の支出 5,424,588 8,671,324 3,672,249 3,917,989 10,149,342 22,330,661 6,257,254 5,222,068 6,023,600 6,068,053

普通建設事業費 5,806,461 9,830,117 9,164,574 10,072,776 8,612,136 9,870,096 5,535,972 5,246,274 10,428,591 15,569,638

繰出金 5,673,157 5,611,919 5,369,607 5,487,093 4,098,065 4,310,117 4,435,968 4,600,899 4,953,738 5,202,048

物件費 10,690,782 10,762,640 10,767,362 11,001,786 11,553,185 10,953,575 11,397,911 12,184,487 11,837,212 12,760,417

公債費 3,972,956 3,722,586 4,087,022 4,336,208 4,566,071 5,133,645 5,099,532 5,319,964 5,443,516 5,423,024

扶助費 10,504,358 11,585,564 12,390,294 12,621,640 13,767,259 14,936,715 18,822,403 16,978,738 18,158,230 19,594,702

人件費（退職手当） 870,223 831,863 711,330 885,549 720,376 459,279 637,527 980,125 403,089 586,156

〃 （職員給与等） 10,480,028 10,351,928 10,503,374 10,477,815 10,476,615 12,324,947 12,524,763 12,675,820 12,614,292 13,392,355

計 53,422,553 61,367,941 56,665,812 58,800,856 63,943,049 80,319,035 64,711,330 63,208,375 69,862,268 78,596,393
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５　過去１０年間の扶助費の推移

増加要因の主なものは、
　社会福祉費 Ｒ６ Ｒ５ 伸び （単位：千円）

1,328,000 0 皆増
　物価高騰対策による新規事業です。

Ｒ６ Ｒ５ 伸び （単位：千円）

3,330,643 3,007,185 323,458
　利用者の増によるものです。

　児童福祉費 Ｒ６ Ｒ５ 伸び （単位：千円）

2,715,710 2,237,338 478,372
　対象となる事業者の増によるものです。

Ｒ６ Ｒ５ 伸び （単位：千円）

2,461,830 2,134,965 326,865
　対象者の拡大によるものです。

定額減税補足給付金等支給事業

障害者総合支援法に基づく給付事業

民間認可保育所運営費助成事業

児童手当支給事業

　義務的経費の中で増加が著しいのが扶助費です。
　生活保護費はこれまで増加傾向にあり、令和6年度も増加しています。社会福祉費や児童福祉費
も、それぞれ定額減税補足給付金等支給事業の実施、民間認可保育所運営費助成事業などにより
扶助費の全項目で増加となりました。

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

その他 78,343 93,330 104,703 95,773 313,128 442,834 363,029 349,186 577,366 413,676

生活保護費 3,311,133 3,557,940 3,664,259 3,538,910 3,661,538 3,768,618 3,642,141 3,764,965 3,865,604 3,992,169

児童福祉費 4,664,505 5,149,564 5,729,571 6,195,839 6,778,966 7,479,884 10,237,079 7,918,430 8,234,022 9,248,221

老人福祉費 136,149 140,892 147,243 149,478 168,060 177,553 171,050 182,109 187,511 189,051

社会福祉費 2,314,228 2,643,838 2,744,518 2,641,640 2,845,567 3,067,826 4,409,104 4,764,048 5,293,727 5,751,585

計 10,504,358 11,585,564 12,390,294 12,621,640 13,767,259 14,936,715 18,822,403 16,978,738 18,158,230 19,594,702
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　◇令和６年度末 用途別債務残高の内訳

区　分 金額(千円) 主なもの 金額

普通会計地方債 51,670,855 123億円

32億円

30億円

25億円

23億円

22億円

21億円

 公営住宅 9億円

1億円

1億円

187億円

普通会計債務負担行為 10,911,263 36億円

34億円

5億円

4億円

計 62,582,118

 保育所・幼稚園・こども園

 道路・街路 

 消防庁舎

 清掃工場

 減収補てん債

 減税補てん債

 臨時財政対策債

 市立幼稚園及び小中学校空調機器賃借料

 学校給食センター（施設整備分）

 大久保地区生涯学習複合施設（施設整備分）

特例債

　本市は、借入額を償還額以下に抑えるなど、債務の削減に努めてきましたが、近年では公共施設
再生の取組により、債務残高が増加傾向にあります。
　令和6年度は臨時財政対策債の発行額が大幅に抑制されたことにより特例債残高が減少した一
方、芝園清掃工場延命化対策事業などの地方債の借入により通常の地方債残高が増加していま
す。

 鷺沼東跨線橋補修工事

 小中学校

 大久保地区生涯学習複合施設

のうち実質的債務

 市庁舎 

６　実質的債務残高の推移

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

普通会計債務負担行為の

うち実質的債務
4,622,924 9,021,138 9,945,704 11,403,625 18,942,581 6,768,248 6,266,531 6,461,944 10,139,136 10,911,263

通常の地方債 16,901,744 20,195,921 21,980,087 25,102,406 27,588,991 29,400,843 28,513,893 27,257,837 28,359,484 32,876,169

特例債 23,518,540 23,595,558 23,615,790 23,462,171 23,037,196 22,589,026 23,751,430 22,378,555 20,611,440 18,794,686

計 45,043,208 52,812,617 55,541,581 59,968,202 69,568,768 58,758,117 58,531,854 56,098,336 59,110,060 62,582,118
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７　類似団体との比較：市債残高

　上のグラフは、市債残高を類似団体と比較したものです。公共施設再生の取り組みを進める中で、
他市と比較して高い水準にあります。

ひ

習志野市 佐倉市 流山市 八千代市 浦安市 野田市

普通会計市債（千円） 51,670,855 28,372,294 69,234,839 37,445,635 29,336,189 38,671,066

ひとりあたり市債残高（円） 295,085 167,382 325,716 181,166 171,234 251,866
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８　基金残高の推移

９　類似団体との比較：基金残高

　上のグラフは、基金残高を比較したものです。市有地売却収入を基金に積み立てたことなどにより、
他市と比較して高い水準にあります。

　近年の基金残高全体は、平成28年度にしおかぜホール茜浜用地、令和元年度に芝園2丁目の市有
地の売却による不動産売払収入を基金に積み立て、令和3年度に今後の臨時財政対策債の償還に
備えた財源を確保することを目的として基金に積み立てた特殊要因により、大幅に増加しました。
　財政調整基金が平成26年度から平成28年度まで及び令和3年度に増加しているのは、基金取り崩
し額が前年度決算剰余金積立額を下回ったことによるものですが、平成29年度から令和2年度まで
及び令和4年度から令和6年度は基金取り崩し額が剰余金積立額を上回ったため、減少しています。
この財政調整基金は、予期せぬ収入の減少や支出の増加のための基金であり、残高の動向には常
に注視しておく必要があります。

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基金残高全体 11,959,416 14,407,048 13,341,435 12,562,121 16,769,540 14,119,412 15,583,464 15,225,107 13,602,421 11,051,946

財政調整基金 5,032,064 5,813,577 5,316,016 4,816,718 4,418,375 3,474,560 4,676,548 4,377,774 4,279,068 4,088,607
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千円 基金残高の推移

習志野市 佐倉市 流山市 八千代市 浦安市 野田市

基金残高（千円） 11,051,946 14,080,434 9,220,301 8,567,339 20,813,110 8,515,965

基金全体のうち財政調整基金（千円） 4,088,607 5,739,166 4,129,994 2,857,696 17,403,941 5,170,221

ひとりあたり基金残高（円） 63,116 83,067 43,377 41,450 121,485 55,465
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10　経常収支比率の推移

11　類似団体との比較：経常収支比率

　習志野市は5市と比較すると、人件費の割合が高くなっています。

　※それぞれの項目で比率を計算していますので、合計の経常収支比率とは合わない場合があります。

　経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断する指標で、一般家庭におきかえればエンゲル係数に
あたるものです。市税や普通交付税など経常的に収入される財源と人件費や扶助費など毎年度必ず
支出しなければならない経常経費を比べたものです。この比率が低いほど弾力性が大きいことを示し
ています。
　令和6年度は、人件費及び物件費の増加により、前年度と比較して0.6ポイント増となっています。

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

経常的繰出金 12.2 12.6 13.3 13.6 10.3 10.5 9.6 10.4 10.8 10.7

補助費等 3.1 3.4 3.5 3.6 7.0 6.5 5.9 6.1 6.6 6.8

維持補修費 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1

物件費 23.1 23.5 23.7 23.8 23.9 19.6 18.4 20.4 20.5 20.9

公債費 12.3 11.6 12.5 13.0 13.7 15.1 13.4 14.6 14.7 13.9

扶助費 10.1 11.4 11.7 12.2 13.0 12.6 12.1 12.8 13.6 13.6

人件費 30.6 30.2 30.1 29.9 29.7 33.2 30.4 33.0 30.6 31.5

経常収支比率 91.7 92.9 94.9 96.3 97.9 97.7 89.8 97.6 96.9 97.5
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習志野市 佐倉市 流山市 八千代市 浦安市 野田市

経常的繰出金 10.7 14.3 10.7 12.0 4.2 11.4

補助費等 6.8 13.9 8.6 5.2 5.0 5.4

維持補修費 0.1 0.1 1.0 0.6 0.9 0.4

物件費 20.9 19.5 23.0 23.8 26.2 21.9

公債費 13.9 9.4 10.3 12.5 7.1 13.5

扶助費 13.6 12.8 17.3 15.2 9.4 16.4

人件費 31.5 25.6 19.9 27.3 21.8 26.3

経常収支比率 97.5 95.6 90.8 96.9 74.5 95.3
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